（様式例第９号の６）


農地法第１８条第６項の規定による通知書
大田市農業委員会長　　　　　　　　　　　　　様
　下記土地について、賃貸借の　　　　　　　　　　　　　　　　をしたいので、農地法第１８条
第６項の規定により通知します。


（注）　空欄には　「解約の申入れ」、「更新拒絶の通知」、「合意解約」等、該当用語を
記入すること。

　　　（合意解約の場合は「通知者氏名署名」のところに当事者双方が連署する。）

・通知者が個人の場合は、署名は必ず本人が自署し、押印すること。

・通知者が法人の場合は、代表者の署名は必ず代表者本人が自署し、押印すること。

　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　
通知者　　（賃貸人）　氏名（名称及び代表者氏名）　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（賃借人）　氏名（名称及び代表者氏名）
１　賃貸借の当事者の氏名（名称）等
	当事者の別
	氏名（名称）
	現　　住　　所

	賃貸人
	
	

	賃借人
	
	


２　土地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）
	備考

	
	台帳
	現況
	
	

	
	
	
	　　　　　
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３　賃貸借契約の内容　　　

（１）　根拠法令　　　　　〔該当以外は消してください〕

　　農業経営基盤強化促進法による利用権設定（　賃貸借権　）
　　農地法による利用権設定（　賃貸借権　）
（２）　期　間

　　　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日

４　農地法第１８条第１項ただし書に該当する事由の詳細

〔該当する項目に○をし、詳細を具体的に書く〕

　（１）　解約の申し入れ、合意による解約又は賃貸借の更新をしない旨の通知が、信託事
業に係る信託財産につき行われる場合　
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　（２）　合意による解約が、その解約によって農地若しくは採草放牧地を引き渡すこととなる
期限前６ヶ月以内に成立した合意でその旨が書面において明らかであるものに基づい
て行われる場合
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

　（３）　賃貸借の更新をしない旨の通知が、１０年以上の期間の定めがある賃貸借又は水田
裏作を目的とする賃貸借につき行われる場合　　　　
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　（４）　農地法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けて設定された賃借権に係る賃貸借の解除が、賃借人がその農地又は採草放牧地を適正に利用していないと認められる場合において、農林水産省令で定めるところによりあらかじめ農業委員会に届け出て行われる場合

　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　 　　　）
　（５）　農業経営基盤強化促進法第１９条の規定による公告があつた農用地利用集積計画の定めるところによつて同法第１８条第２項第６号に規定する者に設定された賃借権に係る賃貸借の解除が、その者がその農地又は採草放牧地を適正に利用していないと認められる場合において、農林水産省令で定めるところによりあらかじめ農業委員会に届け出て行われる場合
　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  　　）
　（６）　農地中間管理機構が農地中間管理事業の推進に関する法律第２条第３項第１号に掲げる業務の実施により借り受け、又は同項第２号に掲げる業務の実施により貸し付けた農地又は採草放牧地に係る賃貸借の解除が、同法第２０条又は第２１条第２項の規定により都道府県知事の承認を受けて行われる場合

　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　）
５　賃貸借の解約の申入れ、合意解約または更新拒絶の通知をした日

　 賃貸借の解約の申入れをした日　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　 賃貸借の更新拒絶の通知をした日　　　　　　　　年　　　月　　　日

　 賃貸借の合意解約の合意が成立した日　　　　　　年　　　月　　　日

　 賃貸借の合意による解約をした日　　　　　　　　年　　　月　　　日

６　土地の引渡しの時期　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

７　その他参考となるべき事項

